
１．財政投融資を活用している事業の主な内容

２．財政投融資計画額等
（単位：億円）

３．当該事業に関する政策コスト分析の試算値

① 政策コスト （単位：億円） ③ 経年比較分析（対前年度実質増減額の算出） （単位：億円）

② 投入時点別政策コスト内訳 （単位：億円）

④ 発生要因別政策コスト内訳 （単位：億円）

⑤ 感応度分析（前提条件を変化させた場合） （単位：億円）

(株)日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）
https://www.jfc.go.jp/

　農林漁業者や食品の製造等の事業を営む者に対し、農林漁業の持続的かつ健全な発展又は食料の安定供給の確保に資する事業について、
一般の金融機関が行う金融を補完することを旨としつつ、長期かつ低利の資金を供給している。
　（参考）財投対象外の事業としては、森林整備活性化資金の融通等がある。

6年度財政投融資計画額 5年度末財政投融資残高見込み

7,235 34,768

6年度 単純増減

1.国の支出（補助金等） 532       871       +340      
政
策
コ
ス
ト

単純比較
（調整前）

1,515                   1,934                   

区　　　分 5年度 6年度 増　減 5年度

+419      

2.国の収入（国庫納付等）　※ △2,091 △2,085 +6         

経年比較
（調整後）

①分析始期の調整
（分析始期を6年度分
析に合わせた結果）

②前提金利の調整
（5年度の前提金利で

再試算した結果）

実質増減
（②-①）

3.出資金等の機会費用分 3,075     3,148     +73       

1,342                   1,857                   +515      

    1～3 合計＝政策コスト (A)　 1,515    1,934    +419     
【実質増減額の要因分析】
　○ 政策コストの増加要因
　　・6年度新規融資分の利差によるコスト増　（+611億円）
　　・繰上償還の影響によるコスト増　（+31億円）
　　・4年度実績確定及び5年度見込改定によるコスト増　（+14億円）
　

　○ 政策コストの減少要因
　　・貸倒の減によるコスト減　（△123億円）
　　・その他（4年度社債不用によるコスト減等）　（△18億円）

分析期間（年） 60年       60年       -          

 (A) 政策コスト 【再掲】 1,515     1,934     +419      

① 分析期首までに投入された
　出資金等の機会費用分

3,035     3,129     +94       

区　　　分 5年度 6年度 増　減

 (A)6年度政策コスト 【再掲】 1,934

国の収入
（国庫納付等）　※

△2,091 △2,085 +6         　　① 繰上償還 △93

② 分析期間中に新たに見込
　まれる政策コスト

△1,520 △1,195 +325      

国の支出（補助金等） 532       871       +340      

出資金等の機会費用分 21         0          △21      　　③ その他（利ざや等） 2,214

剰余金等の機会費用分 19         19         +0         　　② 貸倒 △186

1,934                   2,348                   +413                    △178                    +62                      +529                    

 (A) 政策コスト
【再掲】

前提金利＋1％
ケース

増減額 １．国の支出
（補助金等）

２．国の収入
（国庫納付等）　※

３．出資金等の
機会費用

（注）　各欄は単位未満四捨五入の端数処理により、合計において合致しない場合がある。

※　国の収入（国庫納付等）は、収入がある場合マイナス計上する。　例：△100億円…100億円の国庫納付等を表す。

1,934                   1,953                   +19                      +3                         +16                      -                         

 (A) 政策コスト
【再掲】

貸倒償却額＋1％
ケース

増減額 １．国の支出
（補助金等）

２．国の収入
（国庫納付等）　※

３．出資金等の
機会費用



４．分析における試算の概要及び将来の事業見通し等の考え方

①

②

　　

③

④

⑤

　　

⑥

　　

５．補助金等が投入される理由、仕組み、国庫納付根拠法令等

【根拠法令等】

・補給金については、根拠法令はない（予算措置）。

・出資金及び国庫納付については、株式会社日本政策金融公庫法において定められている。

（株式会社日本政策金融公庫法）

６．特記事項など

（参考）当該事業の成果、社会・経済的便益など　

（１） ・昭和28年度～令和4年度貸付実績（累計）      397万件、 24兆 473億円

　　　・令和4年度貸付実績                              　 1万8千件、   5,579億円

　　　・令和4年度末貸付残高                              17万件、 3兆 6,708億円

　　　・令和6年度貸付計画額　　　　                       　                   7,440億円

（２）　農業分野への支援

①

②

③

④

（３）　林業分野への支援

①

②

（４）　漁業分野への支援

①

②

（５）食品産業等分野への支援

①

② これら融資先の国産農林水産物の取扱量は3～5 年後までに約15.7万トン増加すると見込まれる。そのうち国内農林漁業者との安定的取
引契約による国産農林水産物の取扱量は約4.2万トン増加することが見込まれ、国内農林漁業の振興に貢献している。

令和４年度末時点で林業資金の残高がある林業経営体1,398先の管理する人工林面積は126万haと見込まれ、過去の研究事例から公益
的機能を試算すると、表面浸食防止機能が1兆4,232億円、水質浄化機能が7,372億円等、総額で約3兆5,391億円と推計される。

　　「水産基本法及び基本計画」の政策展開に沿った資金の融通を通じ、水産物の安定供給や水産資源の持続的利用を確保するための取組
を積極的に支援している。

日本の漁業生産の主体となる海面漁業生産のうち、令和４年度に公庫資金を利用した漁船漁業者による生産額は1,866億円、生産量は
1,252千ｔ（全国生産量の43％）と推計。国民に対する水産物の安定的な供給に資するほか、約10千人の漁船乗組員の雇用を創出・維持
していると見込まれ、就労機会の確保に貢献している。

コロナ禍や物価高、水産物価格の下落など経済的環境の変化等により業況が悪化した漁業者に対し経営の維持安定に必要な融資を実
行。これにより、令和４年度は1,495人の就業機会の維持に貢献したと推計される。

　　食品加工業者等への資金の融通を通じ、農林漁業と食品産業との連携や安全・安心な食品の安定供給のための衛生管理の高度化などの
取組を積極的に支援している。

令和４年度は213件、545億円の融資を実行し、対象事業の実施により1,863人の新規雇用の創出に寄与していると推計。

政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、公庫に出資することができる。

令和４年度は、180先の林業経営体に造林関係資金を融資し、延べ2.5万ha の森林整備等を支援。

特になし

　　「食料・農業・農村基本法及び基本計画」の政策展開に沿った資金の融通を通じ、意欲ある多様な農業者の創意工夫や主体性を発揮した
経営改善の取組を支援している。

効率的かつ安定的な農業経営の実現を目指す認定農業者（農業経営改善計画の認定を受けた農業者）の14％に相当する約3.2万経営
体が公庫資金（農業経営基盤強化資金）を利用。これを法人経営に限ってみれば、公庫資金を利用した者の割合は全体の37％に相当
する。

認定農業者を育成・支援するため、令和４年度に農業経営基盤強化資金を5,778先に対し2,667億円融資。これら融資先全体で、融資期
間中に農業関連分野の粗生産額が1兆6,712億円、所得が2,226億円増加すると試算された。

農地の生産性向上等を目的とした農業基盤整備関係事業に対して融資を実施しており、令和４年度においては280億円の融資を実行し
ている。融資対象事業による作物生産効果や営農経費節減効果等の便益額は、既存の評価事例から推計すると1,429億円と見込まれ
る。

コロナ禍や物価高、農産物価格の下落など経済的環境の変化等により業況が悪化した農業者に対し、経営の維持安定に必要な融資を
実行。これにより、令和４年度は35,828人の就業機会の維持に貢献したと推計される。

　　「森林・林業基本法及び基本計画」の政策展開に沿った資金の融通を通じ、森林の整備や林業経営の維持安定を支援し、森林の有する多
面的機能の維持などに貢献している。

第47条 公庫は、第41条各号に掲げる業務に係るそれぞれの勘定において、毎事業年度の決算において計上した剰余金の額が零を上回
るときは、当該剰余金のうち政令で定める基準により計算した額を準備金として政令で定める額となるまで積み立て、なお残余がある
ときは、その残余の額を当該事業年度終了後三月以内に国庫に納付しなければならない。

1.70% 1.12% 1.80%

貸倒償却率 0.06% 0.05% 0.09% 0.09% 0.08% 0.00% 0.00% 0.08%

　農林漁業は、自然条件の制約を受けること、零細経営が多いこと等から、経営が不安定であり、収益性が低い上に投下資本の回収に長期間
を要するという特徴を有している。
　株式会社日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）は、一般の金融機関が行う金融を補完することを旨としつつ、農林水産業者の資金調
達を支援するため、長期かつ低利の資金を融通する業務を行うことを目的としており、これにより生ずる調達金利と貸付金利との金利差により賄
えていない経費（政策コスト）を補てんするため、一般会計から所要の補給金を受けている。

第4条

4 5 6 7～65年度

繰上償還率 2.05% 1.84% 1.85% 1.79% 1.48%

年　　度 30 元 2 3
（実績） （見込み） （計画） （試算前提）

事務費は７年度以降、貸出金の管理・回収に要する経費（48％、５年８月現在の人員比率で算出）のみを計上し、貸出金残高に応じて逓
減する方式で算出している。

財政融資資金を財源とするすべての融資事業を試算の対象としている。

既往の貸付金残高見込み3兆9,015億円（５年度末予定額）に加え、６年度の事業計画7,435億円に基づき貸付を実行した場合について
試算している。

分析期間は既往の貸付金に加え６年度の事業計画に基づく貸付金が全て回収されるまでの60年間。

繰上償還率は過去５か年の平均値（1.80％）を見込んでいる。

貸倒引当金繰入額は、貸出金償却（貸出金償却率0.08％：過去５か年の平均値）を実施したうえで、資産査定をベースとした貸倒引当金
の引当率（1.12％：６年度決定）により毎期貸倒引当金を計上するものとして計算している。



【政策コストの推移】

（単位：億円）

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

674 630 683 992 974 814 979 803 1,515 1,934

378 337 478 655 704 644 639 513 532 871

△2,012 △2,227 △1,509 △1,913 △1,694 △896 △1,199 △1,485 △2,091 △2,085

2,308 2,520 1,715 2,250 1,965 1,066 1,539 1,775 3,075 3,148出資金等の機会費用

政策コスト分析結果の概要

年度

政策コスト（総額）

国の支出（補助金等）

国の収入（国庫納付等）

【政策コストの推移の解説】

・30年度にかけて、事業規模の増加により政策コストが増加。

・6年度は、財融金利の影響に伴う国の支出（補助金等）の増加等により、政策コストが増加した。

【政策コスト分析結果（令和6年度）に対する財投機関の自己評価】

・基本ケースにおいては、国の支出（補助金等）が増加したこと等により、政策コストは前年度分析に比べて419億円増

の1,934億円となったが、現状に即した適切な分析結果であると考える。

・感応度分析のうち前提金利＋1％ケースにおいては、前提金利の変更により出資金の機会費用が増加したこと等に

より、政策コストは基本ケースに比べて413億円増の2,348億円となった。また、感応度分析のうち貸倒償却額＋1％

ケースにおいては、貸倒償却額の増加により国の収入（国庫納付等）が減少したこと等により、政策コストは基本ケース

に比べて19億円増の1,953億円となった。どちらのケースも現状に即した適切な分析結果であると考える。

・農林水産業者向け業務においては、自然条件等の影響を受けやすく、大きな資本整備を必要とし、かつ、投下資本

の回収に長期間を要する等事業の特性に鑑み、民間金融機関には融通が困難な長期かつ低利の資金を融通してい

る。このため、貸出債権の回収に長期間を要することから分析期間も超長期となり、当分析の前提金利に対応して設定

される割引率が寄与する部分が大きい。

・当分析は農林漁業の持続的かつ健全な発展及び食料の安定供給の確保を支援することによる社会・経済的便益の

対価を捉えるにあたり有効な手法と考えているが、これにあっては複数年度の分析結果を踏まえ、各構成要素の規模

感等を認識していくこととしたい。

△3,000

△2,000
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‐
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27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

（単位：億円）

≪（株）日本政策金融公庫（農林水産業者向け業務）≫
出資金等の機会費用

国の収入（国庫納付等）

国の支出（補助金等）

政策コスト（総額）

（注） 各年度の政策コストについて、推計に適用される金利等の前提条件は異なる。



　（参考）貸借対照表、損益計算書

4年度末実績 5年度末見込 6年度末計画 4年度末実績 5年度末見込 6年度末計画

現金預け金 105,129 91,087 59,856 借用金
現金 0 0 0 借入金 3,035,887 3,359,612 3,616,315
預け金 105,128 91,086 59,855 社債 194,989 184,992 184,995

有価証券 3,915 19,719 19,643 寄託金 22,823 20,871 19,193
株式 2,530 2,530 2,530 その他負債 5,344 4,698 5,169
その他の証券 1,385 17,189 17,113 未払費用 2,713 2,824 3,005

貸出金 金融派生商品 49 68 84
証書貸付 3,607,416 3,926,349 4,209,572 リース債務 382 963 1,200

その他資産 6,812 9,845 10,989 その他の負債 2,198 842 878
前払費用 4 4 4 賞与引当金 658 707 708
未収収益 6,261 9,293 10,436 役員賞与引当金 7 8 8
金融派生商品 1 1 2 退職給付引当金 11,665 11,861 11,207
代理店貸 208 208 208 役員退職慰労引当金 28 14 2
その他の資産 336 336 336 3,271,405 3,582,766 3,837,600

有形固定資産 32,956 33,924 34,561 資本金 453,671 457,735 457,799
建物 7,485 8,068 7,614 利益剰余金 2,642 2,642 2,642
土地 24,922 24,922 24,922 利益準備金 2,642 2,642 2,642
リース資産 225 805 1,067 その他利益剰余金
建設仮勘定 237 16 812 繰越利益剰余金 － － －
その他の有形固定資産 85 111 144 株主資本合計 456,313 460,377 460,441

無形固定資産 4,686 5,805 7,089 456,313 460,377 460,441
ソフトウェア 4,504 4,161 6,309
リース資産 107 64 21
その他の無形固定資産 75 1,579 758

貸倒引当金 △ 33,197 △ 43,587 △ 43,668
3,727,719 4,043,144 4,298,042 3,727,719 4,043,144 4,298,042

（注）1.貸借対照表には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。

　　　  

損益計算書
4年度実績 5年度見込 6年度計画

経常収益 47,260 49,885 54,733
資金運用収益 21,042 21,956 36,343

貸出金利息 21,040 21,955 36,341
買現先利息 － － －
預け金利息 1 1 1
その他の受入利息 0 － －

役務取引等収益 29 25 37
金融派生商品収益 29 25 37

政府補給金収入 25,509 27,274 17,665
一般会計より受入 25,502 27,271 17,662
特別会計より受入 6 2 2

その他経常収益 678 629 688
償却債権取立益 266 257 266
その他の経常収益 412 371 422

経常費用 47,202 49,885 54,721
資金調達費用 15,705 16,658 31,368

コールマネー利息 △ 0 △ 0 －
借用金利息 13,078 14,126 28,489
社債利息 2,626 2,531 2,879

役務取引等費用 2,192 2,219 2,329
その他の役務費用 2,192 2,219 2,329

その他業務費用 27 61 60
社債発行費償却 27 61 60

営業経費 17,059 20,474 20,805
その他経常費用 12,217 10,471 158

貸倒引当金繰入額 12,037 10,389 81
貸出金償却 84 5 －
その他の経常費用 95 76 76

経常利益 57 － 11
特別利益 5 － －

固定資産処分益 5 － －
特別損失 62 － 11

固定資産処分損 62 － 11
減損損失 － － －

当期純利益 － － －
（注）1.損益計算書には、政策コスト分析対象外事業に係る金額を含む。

　　　2.記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。

（単位：百万円）
科目

（負債合計）

（純資産合計）

資産合計 負債・純資産合計

貸借対照表 （単位：百万円）
科目 科目

（資産の部） （負債及び純資産の部）


